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学陽書房オンラインショップ
はじめました！
（発売後にご利用いただけます）

人
事
小
六
法

令和７年9月発売！

人事小六法は毎年9月に刊行しています



逐条
地方自治法

佐藤文俊 ［著］
A5判／ 1,680頁
2025年6月刊行
定価19,800円（10％税込）
ISBN978-4-313-07130-8

地方議会の役割及び議員職務等の明確化、
大規模な災害、感染症のまん延その他国民
の安全に重大な影響を及ぼす事態における
特例等前版以降の地方自治法改正を中心に
全面的に見直した８年ぶりの最新版。

給与小六法
〈令和８年版〉

一般財団法人　人事行政研究所 ［編］
B6判並製／ 1760頁
2025年7月刊行
定価10,120円（10％税込）
ISBN978-4-313-00308-8

既刊本の
ご案内

【申込書】

取
扱
店

上記のとおり申し込みます。

年 　　　月 　　　日 ＴＥＬ.

ＦＡＸ.

団体名

所在地　〒

所属課及び申込者

※この注文書でのご注文は、取扱店にて承ります。

冊人事小六法 〈令和８年版〉 定価9,350円（10％税込）
ISBN978-4-313-01308-7

冊給与小六法 〈令和８年版〉 定価10,120円（10％税込）
ISBN978-4-313-00308-8

冊

冊定価19,800円（10％税込）
ISBN978-4-313-07130-8

冊

逐条地方自治法
公務員の退職手当法詳解 〈第7次改訂版〉 定価11,000円（10％税込）

ISBN978-4-313-13387-7

冊

公務員の退職手当質疑応答集 〈全訂第7版〉
公務員の勤務時間・休暇法詳解 〈第６次改訂版〉

定価5,500円（10％税込）
ISBN978-4-313-13397-6

定価11,000円（10％税込）
ISBN978-4-313-13156-9

公務員の
勤務時間・休暇法詳解
〈第6次改訂版〉

公務員の
退職手当法詳解
〈第7次改訂版〉
退職手当制度研究会［編著］
A5判並製／ 608頁
2023年6月刊
定価11,000円（10％税込）
ISBN978-4-313-13387-7

国家公務員退職手当法唯一の解説書。令和５年施
行の国家公務員法改正（定年を段階的に65歳まで
引上げ、管理職勤務上限年齢制による降任、転任
制度の導入）を反映した最新版。

公務員の
退職手当質疑応答集
〈全訂第7版〉
退職手当制度研究会［編著］
A5判並製／ 424頁
2023年6月刊
定価5,500円（10％税込）
ISBN978-4-313-13397-6

退職手当制度の運用の中で起こった具体的な問題
を一問一答形式で解説。定年延長制度等を網羅！ 
左記の『公務員の退職手当法詳解』と併用で効果を
発揮。

一般財団法人 公務人材開発協会 人事行政研究所 ［編著］
A5判並製／ 872頁
2023年12月刊行
定価11,000円（10％税込）
ISBN978-4-313-13156-9

超過勤務の上限等に関する処置等の制度改正を盛り込ん
だ大幅改訂版！フレックスタイム制及び休憩時間制度の柔
軟化、超過勤務の上限規制に関する措置、出生サポート休
暇の新設、非常勤職員の有給休暇の見直し等を盛り込んだ。

約30年ぶりとなる高水準の給与ベースアップ
となる一般職給与法の改正をフォロー。
俸給及び地域手当・通勤手当・ボーナス等の
諸手当など包括的な給与制度に対応


